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世界の気温上昇予測
対策をすれば低く抑えられる

IPCC気候変動に関する政府間パネル第6次報告書第一作業部会報告政策決
定者むけ要約をもとにJCCCA全国地球温暖化防止活動推進センター作成。
1.5℃の点線加筆。

1.5℃上昇

気温上昇1.5℃未満抑制
「2050年排出ゼロ」の科学的知見
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IPCC気候変動に関する政府間パネル1.5℃特別報告書
(2018年発表) これをもとに「2050年排出ゼロ」が多

くの国・自治体・企業の目標になっ
た。

IPCC気候変動に関する政府間パネル
第6次報告書第一作業部会報告書(2021年8月発表)

• 最近の知見で、さらに厳しくなった。
• 先進国は人口比排出も大きくさらに厳しい削減を求められる
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環境省「地方公共団体における2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況」
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東京電力福島
第一原発事故

世界同
時不況

2030年目標
温室効果ガス

▲46%
(2013年度比)

2050年
温室効果ガス
排出実質ゼロ

日本政府の排出削減目標

世界で目標強化が
議論。
自治体でも目標強
化の議論。

自治体も
排出ゼロ

今後の対策具体化が課題
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地域の対策(1)省エネ
省エネの重点〜設備更新・断熱建築導入

4

更新・買換時に省エネ機器選択

新築・建て替え時に断熱建築

2020 2050

更新・買換時に燃費のよい車

設備機器に関する
エネルギー消費

建築に関する
エネルギー消費
(暖房、給湯など)

輸送に関する
エネルギー消費

更新・買換時に電気自動車

再エネ電力利用

購入電力で再エネ割合の高い
小売を選ぶか自ら発電設備設置

2030

電力・熱で再エネを選ぶ
(購入あるいは設備設置)

2040

エネルギー消費

化石燃料 再エネ電力・再エネ熱利用

年



断熱建築普及
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30年以上に一度の新築建て替えの機会を活かす。
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• 日本のゼロエミッションハウス(従来比で、一次エネルギー
で▲20%、さらに再エネでまかなう。

• 欧州のゼロエミッションハウスはさらに強力な断熱構造。



省エネ対策のトータルコスト
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省エネ設備選択

省エネ設備投資無し
エネルギー浪費型で
初期投資額の安い建

• 投資回収年約8年の省エネ対策を(設備投資費が)「高い」といって採用せず
安い建物・設備を選び20年使った場合。

• 対策しない方が、エネルギー浪費・環境に悪いだけでなくお金も損する。
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地域の対策(2)再エネ拡大
地域の再エネ電力拡大。再エネ発電所と消費者
自ら設置するか、電気を選び購入電力を再エネに

再生可能エネルギー発電所火力・原子力

送電会社

小売電気
事業者

小売電気
事業者

再生可能エネル
ギー中心の小売
電気事業者

消費者（企業、協同組合、家庭） 7

(2)電気を選び、再エ
ネ発電割合の高い小売
会社、メニューを選ぶ

(1)再エネ発電所を自ら、
共同してつくる



エネルギー起源CO2排出ゼロへの対策手段

• 新技術が必要なのは一部の用途。

• 域内に対策困難なエネルギー用途は基本的にない※。

電力

低温熱利用
(100℃以下)

中温熱利用
(100〜200℃)

高温熱利用

自動車燃料

船舶航空燃料

再エネ電力

排熱、再エネ熱、電化して再エネ電力

排熱、または電化して再エネ電力

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

電化して再エネ電力

商業化された
優良技術普及

商業化された優良技術普及
+技術開発

※地域で使われているもので商品化がまだなのは、農業機械、建設機械、大型トラックなど。
商業化・普及拡大により価格も下がり「もと」がとれるようになることが予想される。
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全国の対策
最終エネルギー消費
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今の優良技術普及でここまで消費削減。
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今の優良技術普及で95%以上削減。
残る分を新技術でゼロに。

エネルギー起源CO2排出量



東京都のCO2排出割合

産業部

門

6.9%

業務部

門

43.3%家庭部

門

29.3%

運輸部

門

17.1%

廃棄物

3.5%

東京都

CO2排出量

5505万t-CO2
(2019年度)

購入電

力

63.2%

化石燃

料

33.3%

廃棄物

3.5%

東京都

CO2排出量

5505万t-CO2
(2019年度)

電気に注目

オール東京62市区町村共同事業 「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」
特別区の温室効果ガス排出量 (1990 年度~2018 年度) 
経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」より作成
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東京都のエネルギー消費量とCO2の将来予測
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• 更新時に省エネ機器・断熱建築を入れる対策によりエネルギー消費量を2030年に3割減、2050年に半減。
• CO2は2030年に2013年比で3分の1に削減。2050年は排出ゼロを達成。
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CO2排出量

2000年比
▲65%

▲100%

松原・歌川「グリーン・リカバリーに対応した東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討」
エネルギー資源学会報告(2021年1月)より作成
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杉並、世田谷、中野、練馬区のCO2排出割合
産業
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オール東京62市区町村共同事業 「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」 特別区の温室効果ガス排出量 (1990 年度~2018 年度) 
経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」より作成
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杉並区、世田谷区、中野区、練馬区のエネルギー消費量予測
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• 更新時に省エネ機器・断熱建築を入れる対策によりエネルギー消費量を2030年に約25%減、2050年に半減。
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杉並区、世田谷区、中野区、練馬区のCO2排出量予測
• CO2排出量を2030年に2013年比約6割減、2050年にゼロ。

0

50

100

150

200

250

300

2018 2030 2040 2050

C
O
2排

出
量
[
万
t
-
CO

2
]

運輸貨物

運輸旅客

家庭

業務

産業

世田谷区

2013年比
▲56〜63%

▲100%
0

20

40

60

80

100

120

140

160

2018 2030 2040 2050

C
O
2排

出
量
[
万
t
-
CO

2
]

運輸貨物

運輸旅客

家庭

業務

産業

杉並区

2013年比
▲55〜63%

▲100%

0

20

40

60

80

100

2018 2030 2040 2050

C
O
2排

出
量

[
万
t
-
CO

2
]

運輸貨物

運輸旅客

家庭

業務

産業

中野区

2013年比
▲58〜65%

▲100%
0

50

100

150

200

2018 2030 2040 2050

C
O
2排

出
量

[
万
t
-
CO

2
]

運輸貨物

運輸旅客

家庭

業務

産業

練馬区

2013年比
▲56〜63%

▲100%
14



杉並、世田谷、中野、練馬区の電力消費量予測
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• エアコン化や電気自動車化のように電化で省エネをする用途があり、電力消費は余り減らない。
• ただし電気自動車化による電力増は全消費量の 1-2割で、電力消費量を大きく増やすことはない。
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杉並、世田谷、中野、練馬区の電力消費量と域内再エネ予測

世田谷区

• 戸建住宅の半分、集合住宅や非住宅建築物の半分の屋上の半分、農地・耕作放棄地の半分の3分の1の面積に太陽
光を設置、域内再エネで消費量の約10%をまかなうことができる。
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屋根だけで消費量の
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各区の光熱費予測
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• 現状で莫大な光熱費支出。現状維持は環境に悪いだけでなく損。
• 省エネで光熱費を将来半減可能。
• 再エネ導入で、光熱費の支払先を地域主体や、区が協定を結んだ市町村などに変更可能
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2050年までの光熱費削減と設備投資額

• 省エネ設備投資などが必要だが、光熱費削減の3分の1から半額でおさまり地域に大きなメリット。
• 全体に、対策は補助金なしでも光熱費削減で投資回収でき、得になる。
• さらに断熱建築工事や省エネ機器工事や取り次ぎを地域企業が受注すれば地域でお金が回る。
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自治体政策

全体目標と計画
• 2050年目標(排出ゼロ、再エネ100%など)。2030年に

排出半減以上の目標

• 省エネ・再エネ政策

• 市民参加で将来ビジョン、計画・政策づくり
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省エネをすすめる政策

• 断熱住宅・建築物普及。都道府県では断熱建築規制

導入強化が望ましい。

• 省エネ機器普及改修促進

• 自治体施設は率先して断熱建築・省エネ設備に転換。

再生可能エネルギーを進める政策

• 地域で再エネ発電、再エネ熱利用普及政策

• 電気を選ぶ。小売電力情報提供。再エネ共同購入。

• 電力小売会社を地域企業と設立、地域の再エネ電力

を集め、地域に供給。

• 自治体施設は率先して早期に再エネ100%に。

• 乱開発防止、地域再エネ資源は地元優先。

共通、対策に専門的知見を活かす

• 地域企業・家庭に、公的・中立の省エネ
対策、再エネ対策情報を提供。

• 省エネ診断、地域の専門家が中立的アド
バイスをおこなう

• 自治体も助言を受けられる体制。
• 地域の専門家実務家を活かし、国・県・

自治体がしくみづくりを行う。

地域企業が対策受注

• 地域企業が省エネ工事、断熱建築を受注

できるように情報提供

• 地域の専門家実務家の協力をえて、国・
県・自治体が支援



自治体施設の率先対策(設備投資計画に変更)
• 自治体施設で省エネ設備導入、新築・改修時は断熱建築。

• 自治体施設で再エネ100%電力、再エネ熱を購入、あるいは施設に再エネ電力・再エネ
熱利用設備を導入し自給。

• 既存自治体施設、自治体が借りている施設を点検、優先順位をつけた対策計画策定、
10年で全てが「省エネトップ施設」・再エネ施設へ。

• 自治体が環境面でも、費用効果面でも民間の模範に。
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自治体施設省エネ設備投資年次計画
(3年で30%削減の例)

• 計画できれば確実性が高まり、進捗検
証も容易

• 公的施設の次は地域の民間施設へ応用

導入
年

対策
順位

施設名 CO2削減見
込量[t-
CO2]

光熱費減[万
円]

全体比
CO2削減
率

1年目
1 病院 1,500 6,000

10%
2 体育館 1,000 4,000

2年目

3 下水処理場 1,000 4,000

10%4 市民会館 500 2,000

5 水道施設 1,000 4,000

3年目

6 市役所 750 3,000

10%7 図書館 750 3,000

8 文化施設 1,000 4,000

予備
9 公民館 500 2,000 2%

10 教育施設 500 2,000 2%

0
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0.
00
-
0.
0
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0.
02
-
0.
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0.
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-
0.
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0.
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-
0.
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8

0.
08
-
0.
1
0

0.
10
-
0.
1
2

0.
12
-
0.
1
4

0.
14
-
0.
1
6

施
設

数

床面積あたりCO2排出量（t-CO2/m
2）

既存庁舎目標(省エネ工事)

新築時の目標(高い断熱性能
+省エネ機器+再エネ100%)



まとめ

• 杉並区などは再エネ転換しにくいエネルギー需要が非常に
少ない。脱炭素化に有利。

• 更新の時に優良省エネ技術を全面的に普及し、再エネ転換
(域内再エネ発電・再エネ熱普及と、再エネ100%電力の選
択)により、2050年にエネルギー半減以下、CO2を100%削減
できる技術的可能性。

• 対策により、年間数百億から千数百億円の光熱費を半分に
削減可能。設備投資が必要だが「もと」がとれる。

• 脱炭素は気候危機回避とともに、地域に大きなメリット。
さらに、断熱建築や省エネ工事を地域企業が受注すればお
金が地域で回る。

• 脱炭素社会はまちづくりでもある。住民、地域の様々な主
体が議論してまちの将来を決めていくことが必要。
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